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１．背景・目的等

社会インフラの変化、デジタル化・グローバル化の進行等、社会環境は大きく変化しており、また、

少子高齢化社会の進展による人口減少、それに伴う人手不足等により、社会はさらに変化していくこ

とが見込まれています。

伊仙町でもこうした社会の変化に対応するため、デジタル技術を用いて現在行っている業務を効率

化や負担の軽減、サービス品質の向上を図る必要に迫られていますが進捗状況は芳しくありません。

原因は町で行う業務は多岐にわたり課ごとに大きく役割が違い、さらに課内での業務においても担

当ごとに求められる知識が全く違うことが多く、担当部署だけではなく庁舎全体でＤＸ化に取り組む

必要がありますが、ＤＸ担当課も含め必要な知識や経験を持っている人材が不足していることに加え、

DＸ化を自発的に行う意識の低さや、課を超えた連携の不足等課題が多いことにあります。

この状況を改善するため、令和６年度から目標を「デジタル技術を用いて現在行っている業務を効

率化し、負担の軽減・サービス品質の向上を図る」と定め、現状の分析と課題の整理、課題解決のた

めの対応策の検討、目標とする組織体制の整理、体制の役割の定義等行い、結果をまとめ目標達成に

必要なDX人材を育成するための方針として「伊仙町DX人材育成方針」を策定いたしました。



2．DX人材育成方針

現状を適切に把握でき、デジタルの知識があり、自主的・積極的に協力して業務を進められる人材

求められる人物像

DX人材育成の方針として、全職員を対象にDX人材育成を行い、デジタル技術を活用した行政事務の効率化・負担の軽減・サービ

ス品質の向上はもとより、伊仙町の現状を適切に把握でき、社会の変化に対応したデジタルサービスの導入等を自主的・積極的に協
力して進められる人材を育成します。上記人材を育成するため、以下の３つの方針を定めます。

●方針１：全職員が対象

1 全職員がDXの基礎知識及び業務改善に係る考え方を身に付け業務に応用する。

2 職員一人ひとりがDX推進を自分事と捉え、日々の業務における課題発見やDXによる課題解決について自主的に動く意識を持つ。

●方針２：ICT・デジタルツールの効果的な活用・導入判断・DX化による地域資源の価値向上

1 ICT・デジタルツール等を日々の業務において効果的に活用する。

2 他自治体の改善事例等の情報共有を定期的に行い、伊仙町の状況との比較・町民のニーズ・効果やコストを把握し、効果的な
ICT・デジタルツールの導入判断を行う。

●方針３：DX推進リーダーの配置

1 各課にDX推進者としてリーダーシップを発揮し、デジタル化を推進する「DX推進リーダー」を配置する。DX推進リーダーは
職員の中から適正アセスメント結果や経験、本人の意欲等を踏まえ任命する。

2 定期的にDX推進リーダー会議を開催し、庁舎内の情報共有と全庁的なDX推進の機運を醸成する。

3 デジタル技術を利活用した地域資源の発掘・PR等を行い、伊仙町の魅力を向上させます。



3-1. 課題の整理と対応策の検討

• 伊仙町のDX人材育成方針を策定するにあたり、目標を設定した上で目標達成するための課題を整
理し、課題解決のための対応策を検討しました。

現状を適切に把握でき、
デジタルの知識があり、
自主的・積極的に
協力して業務を進め
られる人材

事務作業でどのようにデジタル化
されているかわからない

良いと思っても情報共有の場が
ない

自分ごと化できていない

進め方がわからない

知識を持っている人が少ない

マインド研修を実施し、DXの必
要性を理解してもらう

オンライン動画サービスを活用し
関係する知識を補う

幹部職員向けの研修を実施し、
DXの知識を持ってもらう

現在の課題意識 対応策

各課にDX推進リーダーを配置し
推進体制を整備する

月次でDX推進リーダー会議を
実施し情報共有する

デジタル技術を用いて、現在行っている業務を効率化することで、負担の軽減・サービス品質の向上を図る目標

対象者

推進
リーダー

職員幹部

推進
リーダー

職員幹部

推進
リーダー

職員幹部

推進
リーダー

職員幹部

推進
リーダー

職員幹部

求められる人材像

1

2

3

4

5



3-2. 課題の対応策

①各課にDX推進リーダーを配置
各課にDX推進者としてリーダーシップを発揮し、デジタル化を推進する「DX推進リーダー」を配置する。DX推進

リーダーは職員の中から適正アセスメント結果や経験、本人の意欲等を踏まえ任命する。また課長補佐級以上をマネジ
メント人材、それ以外の職員を一般職員とし、それぞれの役割分担等を行い、庁舎全体の推進体制を整備する。

②定期的にDX推進リーダー会議を実施
庁舎内の情報共有と意識の統一を図るため、定期的にDX推進リーダー会議を行う。DX推進リーダーは各課の窓口と

して情報の伝達を行う。

③マインド研修を実施
自治体DXとその目的を正しく理解し推進できるよう心構えやデジタル活用のポイントが習得できる研修を全職員に実

施する。

④オンライン動画サービスの活用
職員全体としてにデジタルリテラシーが不足しているため、オンライン動画サービスを用いて職員全体のデジタルリ

テラシーを向上させる。

⑤幹部職員向けの研修を実施
幹部職員としてDX推進のために必要な心構え・考え方や知識を習得できる研修を実施する。



4-1. 伊仙町DX推進体制の全体図

デジタル技術を活用した企画や、デジ
タル技術の導入に必要な提言・助言を
行い、業務や行政サービスの変革を関
係者と連携して推進する
→方針策定やDX推進リーダーを中心

としたデジタル化の取り組みを管理・推
進する

将来的に外部から専門的な知識と経
験を持った人材を雇用し、専門部署
立ち上げを目指す。
専門部署ではDX、ICTそれぞれの担
当を配置し、協力してDX化を推進す
る。

未来創生課
DX推進リーダー

（職員）一般行政職員

（幹部）
マネジメント人材

支援

デジタル技術を活用した業務や行政サービスの
変革において、技術導入の判断や企画の意思
決定を行う
→管轄組織のデジタル化を理解し、DX推進リー
ダーを支援する

デジタル技術を活用した業務や行政サービスの
変革において、技術導入の判断や企画の意思
決定を行う
→組織のデジタル化の取組みをリードする

デジタル技術に係る基本的な知識を持ち、
必要に応じてその知識を活用し、行政
サービスの向上や業務の効率化等に取り
組む
→導入されたデジタルツールを活用して
業務を行う

連携

支援

支援

支援相談

・DX推進体制の全体図を以下のように整理しました。



4-2. 伊仙町DX推進体制の役割定義

・全体図それぞれの人材における具体的な役割を定義しました。

・このほか、DX推進リーダーと未来創生課は定期的に会合を開き情報共有を行います。

＃ 人材区分 役割 役割概略 具体的タスク 備考

1マネジメント
人材

デジタル技術を活用した業務や行政サー
ビスの変革において、技術導入の判断や
企画の意思決定を行う

管轄組織のデジタル化を理解し、
DX推進リーダーを支援する

•DX推進の強いメッセージの
発信する
•DX推進をマネジメントする
•DX推進の機運を醸成する

幹部職員、課長
級

2DX推進リー
ダー

デジタル技術を活用した業務や行政サー
ビスの変革において、技術導入の判断や
企画の意思決定を行う

組織のデジタル化の取組みをリー
ドする

•DX推進者として、リーダー
シップを発揮し、変革（デ
ジタル化）を推進する

各課1名を原則とす
る（人数が少ない
課は複数組織で1
名とすることもある）

3一般行政職
員

デジタル技術に係る基本的な知識を持
ち、必要に応じてその知識を活用し、行
政サービスの向上や業務の効率化等に
取り組む

導入されたデジタルツールを活用し
て業務を行う

•DX推進リーダーとともに実
業務で改革（デジタル
化）を進める

4未来創生課 デジタル技術を活用した企画や、デジタ
ル技術の導入に必要な提言・助言を行
い、業務や行政サービスの変革を関係
者と連携して推進する

方針策定やDX推進リーダーを中
心としたデジタル化の取り組みを支
援する

•伊仙町のDX推進のビジョ
ンを明示する
•DX推進リーダーが活躍しや
すい環境を整備する



4-3. DX人材として必要な知識・スキルとその習得

・前ページ「4-2. 伊仙町DX推進体制の役割定義」で定めたそれぞれの役割等を果たすた
めに必要な知識やスキルを習得するため、研修を実施します。

・研修内容は、経済産業省が策定した「ＤＸリテラシー標準」に準拠した内容をそれぞれ
の役割に合わせ実施します。DX推進リーダーに関しては「ＤＸリテラシー標準」に加え、
より専門的な知識・スキルを身に付けることを想定しています。

・具体的なスキルマップと研修内容については別添「DX人材育成スキルマップ」を参照。

・状況に応じて人材育成方針・スキルマップの見直しを行います。



経済産業省 DXリテラシー標準 より



経済産業省 DXリテラシー標準 より


